
様式第２号（第５条関係）

　本業務は、令和５年10月より導入する庶務事務システムの運用に伴う技
術的な管理運用支援やシステム障害への対応などを行う業務である。
　庶務事務システムは、富士電機株式会社のパッケージソフトを本市の制
度や運用に合わせたカスタマイズを行い、構築を進めていた。令和４年４
月より同社の事業体制が再編され、システムエンジニアリング機能やパッ
ケージソフトの販売機能が当該業者へ移管されることになった。
　そのため、本システムの運用支援等の本業務が実施できるのは、本シス
テムのシステムエンジニアリング機能等が移管された当該業者のみである
ため、随意契約により契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 締 結 日 令 和 5 年 9 月 29 日

富士電機ITソリューション株式会社契約の相手方名

契 約 金 額
２０,８４５,４４０円

総務局人事部人事課業務主管課所名

さいたま市庶務事務システム運用保守業務件 名

さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号外履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

　本業務は、さいたま市職員における人事・給与・福利厚生に関する事務
の効率化及び効果的な運営を図ることを目的として、さいたま市役所内に
設置している総務事務センターにおいて、通勤届の入力や勤務証明の発
行、扶養関係書類の受付など、総務管理事務の一部業務を行うものであ
る。

　公募型プロポーザル方式により募集及び審査を行った結果、当該事業
者が最高点を得て最優秀提案事業者に選定されたため、随意契約により
契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 金 額
２６８,６１２,６１９円

さいたま市浦和区常盤６－４－４さいたま市役所執務室内履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 5 年 8 月 29 日

りらいあコミュニケーションズ株式会社契約の相手方名

公 表 事 項 内 容

総務局人事部職員課業務主管課所名

さいたま市職員総務管理事務（人事・給与・福利厚生関係事務）運営業務件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

支払限度額

　本業務は、さいたま市職員のメンタルヘルス不調を未然に防ぐことを目
的として、各職員のストレスチェック、及び、安全衛生委員会等ごとの集団
分析を行うものである。その２つの検査項目ごとに単価を設定する複数単
価契約であり、競争入札に適さないため、複数見積合わせで廉価であっ
た業者と随意契約により契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号

契 約 締 結 日 令 和 5 年 7 月 13 日

株式会社ドリームホップ契約の相手方名

契 約 金 額

（内訳）

２,２３４,１００円 ストレスチェック調査票・個人結果票140円/件

集団分析600円/件

総務局人事部職員課業務主管課所名

さいたま市職員ストレスチェック業務件 名

さいたま市浦和区常盤６－４－４さいたま市役所　外履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

　本業務はさいたま市が主催する、令和５年度さいたま市総合防災訓練・
防災フェア［第４４回九都県市合同防災訓練・さいたま市会場］の会場整
備、設営及び撤去、運営・支援業務等を円滑に行い、訓練を事故なく万
全に行うことを目的とする。

　一般競争入札の告示を行い広く周知をしたうえで入札を執行したが、再
度入札に付し落札者がなかった。そのため、施行令１６７条の２第１項第８
号に基づき、随意契約による見積り合わせを執行した。

　また、入札の参加が当該業者のみであったため、随意契約を行い契約
相手方に決定した。


随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第８号

契 約 金 額
２８,６００,０００円

岩槻文化公園(さいたま市岩槻区村国２９９)外履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 5 年 7 月 20 日

東京企画装飾株式会社契約の相手方名

公 表 事 項 内 容

総務局危機管理部防災課業務主管課所名

令和5年度さいたま市総合防災訓練・防災フェア会場設営等支援業務件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

　罹災証明書交付のための一連の業務を円滑に行うことが可能な機能を
有した「被災者生活再建支援システム」について、過去の災害における十
分な活用実績や、他自治体における圧倒的なシステム導入実績を有する
唯一のものであることから、本サービスを開発し、運用サポートを行うことが
可能な本事業者と契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 締 結 日 令 和 5 年 7 月 3 日

東日本電信電話株式会社
埼玉事業部

契約の相手方名

契 約 金 額
２,０３５,０００円

総務局危機管理部防災課業務主管課所名

さいたま市被災者生活再建支援システム運用支援等業務件 名

さいたま市浦和区常盤６－４－４　外履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

　本業務はさいたま市災害用マンホール型トイレの保守点検業務である。
本案件は指名競争入札で入札を執行したが再度入札に付し落札者がい
なかった。

　そのため、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第８号の規定に基づき
随意契約による見積り合わせを執行し、上記業者と契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第８号

契 約 金 額
４,６２０,０００円

指扇北小学校(さいたま市西区大字中釘１５０６－１)外５４箇所履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 5 年 9 月 28 日

株式会社こばやし設備工業所契約の相手方名

公 表 事 項 内 容

総務局危機管理部防災課業務主管課所名

さいたま市災害用マンホール型トイレ保守点検業務件 名

業務委託随意契約結果表


